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摘 要 
日本の農山村では、メガソーラーバブルが起きている。その主な原因は、固定価格買取制度（FIT）の
導入に加え、日本の土地利用制度が、土地所有権の絶対性の観念が優越し、公共の福祉の観点から制定
されたルールに基づいて利用させるシステム（欧米の制度のように、地域全体の土地が、「計画なくして
開発なし、建築不自由の原則」の下に置かれ、地域の制定したルールに基づく場合に限って開発・建築
が認められること）になっていないことによるものである。日本の土地利用制度が、このような欧米の
制度とは異なった形で成立したことを歴史的に分析し、パネル設置などの地域における今後の開発行為
に伴う紛争を回避するための制度のあり方を提言する。すなわち、必要な法改正への取り組みが基本で
あるものの、ただちに実現できるかどうかが不確実であることから、当面、分権改革によって与えられ
た「自治体の法令解釈権」を活用していくことを提言する。 
 
 
Ⅰ はじめに 
 
日本の国土は、都市部においては空き家が、農
山村では耕作放棄地などが広範にみられるように
なってきた。そうした中で、アベノミクスによる
異次元の金融緩和もあって、都心の土地バブル、
農山村におけるメガソーラーバブルが起きている。 
こうした現象は、日本の人口減少社会が持続可
能性を失いつつある中で、日本の土地利用制度が
十分に対応できていないことに大きく関係してい
るのではないかと考えている。 
本稿では、農山村における太陽光パネルの設置
に起因する景観紛争トラブルを切り口に、土地利
用制度がどのように関係しているのかを明らかに
した上で、土地利用制度研究からあるべき改革の
方向を提言しようとするものである。 
 
Ⅱ 土地利用制度研究の視角からみた景観紛争 
 
農山村は、太陽光、小水力、風力、地熱、バイ
オマスといった地域資源に恵まれており、これら
の資源を歴史的に管理・保全してきたのは農業者
をはじめとする地域住民である。 
地域資源のエネルギー利用としては、農業用水
路で小水力発電を行ったり、畜産廃棄物等による
バイオマス発電に取り組むこと等があげられる。
固定価格買取制度（FIT）が発効した 2014 年 7 月
以降、その発電施設の設置は急速に進んでいる中
で、その 9 割以上は太陽光発電が占めており 1)、
その事業者は東京など都市部に本社を置く企業と
されている。その実態は、原子力発電所や大規模
火力発電所の場合と同様、利益の大部分を都市部
に持っていかれる、「外来（植民地）型開発」が大
宗を占め、残念ながら地域への利益還元とその循
